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〔策定にあたって〕 

都産技研は、中小企業の技術支援の実施にあたってきめの細かいサービスを提供することを目

的とし、昨今の中小企業の動向を踏まえた上で、中長期的な視点にたった戦略的な事業展開のた

めの「都産技研戦略ロードマップ」を策定しております。 

今年度は、「研究開発活動による東京の成長産業支援」に主眼を置いて第三期中期計画の着実

な達成を目指し、重点４技術分野における取組みと、より一層の海外展開支援を見据えた改訂を

行いました。 

このロードマップに基づき、「中小企業こそがイノベーションを起こす」との信念を持って平成

29 年度計画を進めてまいります。 
 

〔ロードマップ概要〕 

 都産技研は、中小企業の技術支援を通じた産業振興を使命としており、単なる試験研究機関で

はありません。したがって、そのロードマップは技術論だけでなく、中小企業のニーズに基づく

事業分野、その事業を行うための技術分野の検討が必要になります。また、技術支援の現場では

きめの細かい事業運営とサービス機能が必要とされるため、多角的かつ体系的にロードマップを

整備し、事業を進めています。 

昨年度に引き続き平成 28年度から平成 32 年度までの 5 年間の実施時期を事業別に明確化し、

既存事業と新規事業をわかりやすく表示しました。 
①事業戦略ロードマップ：現行事業と今後新たに取り組むべき事業を明確にしたもの 

②事業運営ロードマップ：都産技研の運営に関わる取り組みを明確にしたもの 

③重点４分野ロードマップ※：現行技術と今後注力する技術分野を明確にしたもの 

※このたび、「技術分野ロードマップ」を「重点４分野ロードマップ」へ改めました。 

 

① 事業戦略ロードマップは、都産技研の主要事業を研究開発事業、技術支援事業、製品開発

支援事業、産業人材育成事業、産業交流事業、技術経営支援事業、セクター事業、製品化技

術事業の８つに分類し、事業別に明確化しています（図１～６）。また、各事業のポイントを

示すとともに成果目標を設定しています。 

② 事業運営ロードマップは、都産技研の運営に関わる取り組みを組織体制、組織運営、職員

の育成、業務運営の 4つに分類し、都産技研の事業運営における職員の人材育成やスキルア

ップ、本部での新技術支援サービスの展開、セグメント経営による効率化やリスクマネジメ

ントの運営体制整備、ＢＣＰ（事業継続計画）の取り組みについて策定しました。（図５・６） 
③ 重点４分野ロードマップは、都産技研が今後実施していくべき具体的技術分野を都内中小

企業ニーズの分析のうえ、環境・エネルギー、生活技術・ヘルスケア、機能性材料、安全・

安心の４つに分類し、実施時期を技術分野別に示しました（図７～１０）。  
 
今回策定した戦略ロードマップに沿って円滑に事業を推進することで、中小企業の事業ニーズ

に即した高品質な技術支援を実施し、技術振興および都民生活の向上に大きな成果が得られるよ

う努力してまいります。 
 

平成 29 年 4 月 27 日 
理事長  奥村 次德 
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事業説明 

 

研究開発事業 

基盤研究：新たな技術開発、都民生活の向上や多くの中小企業が抱える課題解決のた

め独自に計画する研究を実施して、ニーズオリエンティッドな課題への取組みを強化

する。 

共同研究：都内中小企業及び大学などから研究テーマを募集し、研究課題を相互に分

担した技術開発及び製品開発研究を実施し、製品化・事業化への支援強化や医農商工

連携に展開する。 

ロボット産業活性化事業：今後の少子高齢化対策ならびに生活の質の向上対策として

期待されているロボット産業において、中小企業や大学との共同研究を通じた事業

化・産業化を推進する。 

IoT 化支援事業：IoT 技術の中小企業への導入・普及を図るため、中小企業との共同

研究を通して工場などへのIoT技術の導入やIoT関連製品の開発による新規事業参入

を支援する。 

障害者スポーツ：障害者スポーツ用具などの開発を目的として、基礎的研究から試作

品を開発し、評価する。 

生活関連産業の支援：性能評価から人間工学に基づく安全性や快適性などの評価まで

総合的に行い、生活関連産業の付加価値向上を目的とした技術支援サービスを実施す

る。 

 

技術支援事業 

依頼試験：依頼者の要請により実施する有料の試験（測定、評価、分析など）。近年、

国家標準に対する遡及性（トレーサビリティ）を保持した試験が重要になる。都産技

研で行うべき試験を精査して民間試験機関との分担を明確化する。試験サービスを改

善する。 

技術相談：相談者からの技術に関する相談に無料で対応する（来所、電話、Fax、メ

ール、都産技研ホームページ技術相談フォームなど）。相談サービスの効率化と満足
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度を向上させる。 

実地技術支援：依頼者の要請により企業などの現場に出向いて相談に対応する。都産

技研職員が対応する無料の制度と登録の外部専門家（エンジニアリングアドバイザ

ー）を派遣する有料の制度により、幅広いニーズに対応する。 

海外展開支援：1都 10 県１市の公設試験研究機関が連携して中小企業の海外展開を支

援する、広域首都圏輸出製品技術支援センターMTEP を運営。自らの製品で海外ビジネ

スを展開する中小企業支援を目的とし、国際規格および海外規格に即した製品開発を

行うための情報提供や相談体制や試験体制を強化する。 

 

製品開発支援事業 

機器利用：依頼者が自身で操作して機器を利用することで、製品や材料の試作、測定、

分析に役立てる。ニーズの高い機器を整備する。 

製品開発支援ラボ：企業が製品開発を行うために有料で提供する支援室。都産技研職

員のサポートにより製品化支援のスピードを速める。本部では、共用の試作加工室と

共用化学実験室を設置。要望の多い加工機などを整備する。 

オーダーメード開発支援：通常の受託事業の枠を超えた、製品開発要素の強い依頼に

ついて、設計、試作から評価まで一貫した開発支援を行う。 

 

産業人材育成事業 

セミナー･講習会：オーダーメードセミナーや技術セミナー、講義と実習からなる各

種講習会など企業技術者のための多彩なプログラムを提供、実践型高度人材支援や目

利き人材育成など目的指向型講習会も実施する。 

グローバル人材育成：中小企業の海外への事業展開支援として、現地の経営環境や市

場動向に詳しい人材を育成する。 

 

産業交流事業 

協定機関連携：中小企業と大学、学協会、研究機関や区市町村との連携を強化し、地

域における産業振興の取組に貢献するとともに都産技研の利用促進を図る。 
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公設試連携：現在の首都圏テクノナレッジ・フリーウェイ（TKF）を更に充実、より

広域の連携とデータベース共有を目指す。 

産業交流：産業技術連携推進会議（産技連）や学協会、産業系業界団体と連携した活

動を展開する。 

 

技術経営支援事業 

技術経営支援：中小企業の経営リスクを技術面から回避すべく、技術と経営の一体型

支援を展開する。 

知財戦略支援：東京都知的財産総合センターとの連携を強化し、知財獲得に向けた戦

略支援を行う。 

技術審査：審査案件を精査することにより外部機関へのコーディネート機能の構築や

審査水準の向上を目指す。 

 

セクター事業 

３Ｄものづくりセクター：試作、製作支援、三次元 CAD データ作成などのデジタルエ

ンジニアリング支援を行い、3D 技術やリバースエンジニアリングを活用した製品開発

を総合的に支援する。 

先端材料開発セクター：機能性材料、環境対応製品など先端材料製品の開発に用いる

高度先端機器を周知配置し、中小企業による高度な研究開発や技術課題の解決を支援

する。 

実証試験セクター：温湿度、振動、衝撃、劣化等の評価試験機器をワンフロアーに集

約し、さまざまな環境試験の関連する要望にスピーディかつワンストップで対応する

ことで、安全で信頼性の高い製品開発を支援する。 

複合素材開発セクター：産業用繊維や炭素繊維などの複合素材の開発を支援し、成長

産業への中小企業の参入を後押しする。
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重点４分野（環境・エネルギー） 

環境浄化、リサイクル、エネルギーマネジメント、次世代エネルギーを含む環境・

エネルギー関連産業に関わる技術開発に取り組むことで、都市課題解決や産業振興に

貢献する。 

環境浄化：社会的な要請が高い環境浄化や環境負荷低減に向けて、VOC（Volatile 

Organic Compounds）分解などに関する大気環境浄化技術、排水処理などに関する水

質浄化技術の開発を実施し、環境改善材料や装置の開発を推進する。 

リサイクル：有用金属の回収を含む産業廃棄物のリサイクル技術、再生可能なバイオ

マスの利活用に関する技術開発に取り組み、都市廃棄物の再資源化や排出抑制に貢献

する。 

エネルギーマネジメント：都内工場向けのエネルギー管理システムやエネルギーハー

ベスティング技術と IoT（Internet of Things）技術との融合を図ることで、エネル

ギーの見える化・効率化・最適化を実現する。 

次世代エネルギー技術：自然由来の太陽光やバイオマスなど再生可能エネルギーの利

活用や、水素エネルギーなど次世代エネルギーの製造・利用に関わる構成材料や部

材・部品の技術開発を行い、スマートエネルギーの導入拡大を図る。 

 

重点４分野（生活技術・ヘルスケア） 

都民の QoL（Quality of Life）向上をめざし、感性工学や人間工学、UX（User 

Experience ）に基づく生活技術の手法を製品開発やサービス創出に活用する。また、

医療・健康分野で医工連携を進め、ニーズに対応した技術を安全かつ迅速に実用化す

ることにより、健康寿命増進社会を実現する。 

生活技術：製品開発への活用を目的として、人間、製品、環境をトータルに計測、評

価する。物理特性値や生体計測値を用いて人間の感性を数値化する感性評価シミュレ

ータの開発や、人間行動を定量化するシステム開発などにより人間と製品の関係を客

観的に捉え、UI（User Interface）、UX を考慮したウェアラブル製品、生活支援機器、

運動用具などの開発、サービス創出をめざす。 

医療・健康：医療および健康寿命増進に関連する周辺技術の強化を目的とする。先端

医療を支える材料開発、細胞培養を応用した生体評価代替システムの開発、企業のシ

ーズと医療・健康ニーズをマッチングした製品開発、健康リスク低減のための技術開

発を行う。これら生体理解やものづくりを包括した技術開発を進める。 
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2020 年東京大会：生活技術を活用して、人間中心設計に基づくスポーツ関連製品の開

発を行い、オリンピック・パラリンピックでの実用化をめざす。日本での高付加価値

なものづくりの事例として世界へ発信する。 

 

重点４分野（機能性材料） 

幅広い産業への波及効果が高い高機能性材料の開発に取り組み、航空機産業や素材

産業などの成長産業に対する中小企業の参入を支援する。 

なお、機能性材料の開発においては、開発及び実用化研究期間の加速化を実現する

ために試作・加工プロセス、分析・計測評価技術の開発を併せて推進する。 

高機能性材料：新たな原材料の開発、特性の異なる複数の原材料の組み合せなどによ

り、物理特性や化学特性を向上する又は従来にない新しい機能を発現する機能性材料

を開発する。 

機能性付与加工：創成した機能性材料の実用化・量産化のための加工プロセスの開発、

機能性を有する材料を立体造形するための成形技術、機能性材料を基材に付加するた

めの機能性界面・被覆膜形成技術を開発する。 

機能性評価：試作した機能性材料が、目的とする機能を発現できているか、また、実

用化・製品化に向けた品質試験や国内・国外製品規格の適応など、機能性材料の分析・

計測評価に関する技術を開発する。 

 

重点４分野（安全・安心） 

産業の発展には、新技術の開発とともに、競争力のある産業振興のためには同時に

高い安全性および信頼性の確保が不可欠である。製品開発にあたり確保すべき安全・

安心の要素技術を開発する。また、社会インフラの安全性確保および長寿命化に関す

る要素技術を開発し、セーフシティの構築に貢献する。 

さらに、サービスロボットの安全性評価に取り組み、社会実装の実現に貢献する。 

産業基盤：CPS/IoT（Cyber Physical Systems / Internet of Things）の活用と IoT

基盤や情報セキュリティーの高信頼化に関する要素技術開発を行い、産業への実装を

促進する。 

工業製品：産業機器・輸送機器の安全性および信頼性の確保に関する要素技術の開発

と、わかりやすい情報伝達に関する開発により、安全・安心な製品の実現を目指す。 
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社会インフラ：インフラの安全性および長寿命化に資する技術の開発として、防災・

減災・災害対策のための製品開発や、インフラ診断技術および診断装置の開発に取り

組む。 

2020 年東京大会：多様な言語その他に対応したおもてなしを実現すること、および少

子高齢化社会で必要となるサービスロボットの安全性評価技術を開発し、信頼性の高

いロボットの製品化・事業化を支援する。 


